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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年 3月期       24,703     1.2        △333 －         △250 －

14年 3月期       24,407    △0.8        △235 －         △125 －

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期         △475 －         △13.54     △4.2    △1.2    △1.0

14年 3月期         △633 －         △18.04 －     △5.3    △0.6    △0.5

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期     35,123,047株 14年 3月期     35,130,578株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 3月期           5.00          2.50          2.50         175      1.6

14年 3月期           5.00          2.50          2.50         175－      1.5

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
15年 3月期       20,947      10,868     51.9         309.49

14年 3月期       21,433      11,554     53.9         328.93

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期     35,118,415株 14年 3月期     35,128,166株
2.期末自己株式数 15年 3月期         81,585株 14年 3月期         71,834株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期       11,000        △170        △200          2.50－ －

通 期       25,000         250         200－           2.50          5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           5円 70銭

※ 　 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 な お 、 上 記 の 予 想 に 関 す る 事 項
  に つ い て は 、 添 付 資 料 の7ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。
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貸 　借 　対 　照 　表

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

平成１５年３月３１日 平成１４年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％
流　動　資　産 １５，８１６ 75.5 １５，９２７ 74.3 △ 111
現 金 及 び 預 金 １，９９２ １，２７１
受 取 手 形 ６，６４４ ６，７５４
売 掛 金 ４，２５８ ４，５２２
有 価 証 券 ９０１ ５００
商 品 ６７５ ６６７

製 品 ７３４ ７４７
原 材 料 ３７２ ２８７
仕 掛 品 ３８ ３４
前 払 費 用 ２９ ３２
未 収 入 金 ２００ １，０５５
短 期 貸 付 金 ９ ９
関係会社短期貸付金 ３５５ ２６６

繰 延 税 金 資 産 － ９２
その他の流動資産 １０ ４９
貸 倒 引 当 金 △４０８ △３６６

固　定　資　産 ５，１２３ 24.5 ５，５０６ 25.7 △ 382
有形固定資産 ４，１２６ 19.7 ４，３７７ 20.4 △ 251
建 物 １，４４２ １，５２８
構 築 物 １０６ １１５
機 械 装 置 ８５５ ８２４
車 両 運 搬 具 １５ ７０
工 具 器 具 備 品 １２３ １２５

土 地 １，５５０ １，６６０
建 設 仮 勘 定 ３１ ５３
無形固定資産 １１３ 0.6 １３８ 0.7 △ 24
借 地 権 ６８ ６８
ソ フ ト ウ ェ ア １７ ３６
その他の無形固定資産 ２８ ３３
投資その他の資産 ８８３ 4.2 ９９０ 4.6 △ 106

投 資 有 価 証 券 ３５７ ４０５
関 係 会 社 株 式 １８４ １８４
長 期 貸 付 金 １４ ２４
従業員長期貸付金 ４９ ５７
関係会社長期貸付金 ３６２ ３７６
長 期 前 払 費 用 １ ４
破 産 ・ 更 生 債 権 ２７０ ３９７

繰 延 税 金 資 産 － ３２
そ の 他 の 投 資 等 ２９２ ２８６
貸 倒 引 当 金 △６４９ △７８０

繰　延　資　産 ７ 0.0 － ７
社 債 発 行 費 ７ －

２０，９４７ 100.0 ２１，４３３ 100.0 △ 485

（単位：百万円）

科　　　　　　目 比較増減

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計
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貸 　借 　対 　照 　表

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

平成１５年３月３１日 平成１４年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％

流　動　負　債 ７，８８４ 37.6 ７，９４６ 37.1 △ 62
支 払 手 形 ４，９８３ ４，５７９
買 掛 金 １，４７６ １，４４２
短 期 借 入 金 ７５０ １，１７０
１年内返済予定長期借入金 １ １
未 払 金 ２４６ ２８２
未 払 費 用 ２９ ０

未 払 消 費 税 等 ５４ ６６
未 払 法 人 税 等 ４４ ４４
預 り 金 １１９ １１１
賞 与 引 当 金 １２９ １３８
設 備 支 払 手 形 ３９ ９９
その他の流動負債 ９ ９

固　定　負　債 ２，１９４ 10.5 １，９３２ 9.0 262
社 債 ３００ －

長 期 借 入 金 ７ ９
退 職 給 付 引 当 金 １，７００ １，７５０
役員退職慰労引当金 １８６ １７２

１０，０７８ 48.1 ９，８７８ 46.1 200

資　　本　　金 － － １，７６０ 8.2 △ 1,760

－ － １，１０１ 5.1 △ 1,101
－ － ４４０ 2.1 △ 440

その他の剰余金 － － ８，３４２ 38.9 △ 8,342
－ ８，８５０

配 当 準 備 積 立 金 － ４００
別 途 積 立 金 － ８，４５０

－ ５０７

－ － △６９ △ 0.3 69
－ － △２０ △ 0.1 20

資　　本　　金 １，７６０ 8.4 － － 1,760
１，１０１ 5.3 － － 1,101
１，１０１ －
８，１３１ 38.8 － － 8,131

４４０ －
８，１００ －

配 当 準 備 積 立 金 ２００ －
別 途 積 立 金 ７，９００ －

４０８ －
△１００ △0.5 － － △ 100
△２４ △0.1 － － △ 24

１０，８６８ 51.9 １１，５５４ 53.9 △ 685

２０，９４７ 100.0 ２１，４３３ 100.0 △ 485

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 )

（単位：百万円）

科　　　　　　目 比較増減

（ 負 債 の 部 ）

資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

当 期 未 処 理 損 失

任 意 積 立 金

自　己　株　式
その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 理 損 失
その他有価証券評価差額金
自　己　株　式

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 準 備 金
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損　益　計　算　書

自平成１４年４月　１日 自平成１３年４月　１日

至平成１５年３月３１日 至平成１４年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％

２４，７０３ 100.0 ２４，４０７ 100.0 296

１８，３８６ 74.4 １７，８９６ 73.3 489

６，３１７ 25.6 ６，５１０ 26.7 △ 192

６，６５１ 26.9 ６，７４６ 27.7 △ 94

３３３ △ 1.3 ２３５ △ 1.0 △ 97

１３６ 0.5 １６３ 0.7 △ 26

２０ ２２

１１ １３

６５ ７１

１０ ２０

１４ １４

１４ ２１

５４ 0.2 ５３ 0.2 0

１５ ２１

１０ １１

８ －

１９ ２０

２５０ △ 1.0 １２５ △ 0.5 △ 125

４５ 0.2 － － 45

４５ －

１００ 0.4 ４３２ 1.8 △ 331

１６ ０

２７ １５

５７ ４０５

－ ９

３０５ △ 1.2 ５５７ △ 2.3 251

法人税・住民税及び事業税 ４４ 0.2 ４５ 0.2

１２５ 0.5 ３０ 0.1

４７５ △ 1.9 ６３３ △ 2.6 158

１５４ ２１４

８７ ８７

４０８ ５０７

公 示 催 告 費

賃 貸 不 動 産 関 係 費

科　　　　　　　　　　目

売 上 高

営 業 損 失

売 上 原 価

販 売 費 及び 一 般管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

（単位：百万円）
当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

比 較 増 減

受 取 賃 貸 料

受 取 配 当 金

そ の 他

受 取 保 険 金

経 営 指 導 料

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

投資有価証券評価損

固 定 資 産 除 却 損

中 間 配 当 額

当 期 未 処 理 損 失

税引前当期純 損失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

前 期 繰 越 利 益

施 設 利 用 権 評 価 損

固 定 資 産 売 却 損
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利 益 処 分 案

（単位：百万円）

科 目
当 期
自平成１４年４月　１日

至平成１５年３月３１日

科 目
前 期
自平成１３年４月　１日

至平成１４年３月３１日

　当 期 未 処 理 損 失

任意積立金取崩額

　配当準備積立金取崩額

別 途 積 立 金 取 崩 額

計

これを次のとおり
処分いたします。

利 益 処 分 額

　利 益 配 当 金

　次 期 繰 越 利 益

　　　　　　　４０８

　　　　　　　７００

　　　　　　　２００

　　　　　　　５００

　　　　　　　２９１

　　　　　　　　８７

１株につき２円５０銭

　　　　　　　２０３

　当 期 未 処 理 損 失

任意積立金取崩額

　配当準備積立金取崩額

別 途 積 立 金 取 崩 額

計

これを次のとおり
処分いたします。

利 益 処 分 額

　利 益 配 当 金

　次 期 繰 越 利 益

　　　　　　　５０７

　　　　　　　７５０

　　　　　　　２００

　　　　　　　５５０

　　　　　　　２４２

　　　　　　　　８７

１株につき２円５０銭

　　　　　　　１５４
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重要な会計方針

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品………最終仕入原価法

原 材 料………先入先出法による原価法

製品・仕掛品………見積原価（先入先出法）

なお、実際原価との差額は期末に修正しております。

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建  物…平成１０年３月３１日以前取得した建物…………………定率法（簿価の 78.7％）

平成１０年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)定額法（簿価の 21.3％）

その他…定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

ソフトウェア　………　社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

そ の 他 　………　定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４　繰延資産の処理方法

社債発行費

３年間で毎期均等額を償却しております。

５　引当金の計上の方法

(1) 貸倒引当金

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により発生の翌期から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく期末要支給額を計上し

ております。
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６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７  消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

会計処理方法の変更

　（１）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を適

用しております。この変更による当期の損益に与える影響は軽微であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後

の財務諸表等規則により作成しております。

　（２）１株当たり当期純利益に関する会計基準等

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま

す。これによる１株当たり情報に与える影響はありません。
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注　記　事　項

（貸借対照表関係） 当　　期 前　　期
(百万円) (百万円)

1. 　有形固定資産の減価償却累計額 7,056 7,143

2. 　関係会社に対する主な資産及び負債

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている主な
ものは、次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 595 614

支払手形及び買掛金 254 282

3. 　担保資産
担保差入資産

　建物 190 204

　土地 638 638

　計 829 843

　上記の担保資産に対する債務
　　短期借入金 750 1,120

　　割引手形 - 147

4. 　授権株数 普通株式 80,000,000 株 80,000,000 株

　発行済株式総数 普通株式 35,200,000 株 35,200,000 株

5. 　自己株式の保有数 普通株式 81,585 株 71,834 株

6. 　保証債務 110 365

7. 　手形割引高

　受取手形割引高 - 147

8. 　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。
　なお、前期の末日は金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　受取手形 - 364

9. 　平成13年10月30日の盗難事故による受取手形、株券の表示

　当期

　　受取手形  195  百万円は未収入金として表示しております。また投資有価証券には盗難

　事故による株券 33 百万円が含まれております。

　前期

　　受取手形 1,050 百万円は未収入金として表示しております。また投資有価証券には盗難

　事故による株券 242 百万円が含まれております。
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（損益計算書関係） 当　　期
(百万円)

1. (1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与 2,490 2,575

賞与引当金繰入額 107 115

退職給付費用 239 192

役員退職慰労引当金繰入額 13 11

厚生費 400 387

運賃・荷造費 1,595 1,615

賃借料 363 329

貸倒引当金繰入額 192 222

減価償却費 117 125

販売費及び一般管理費のうち販売費の占める割合 82 % 80 %

(2) 研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 139 152

2. 関係会社との取引

　各科目に含まれている関係会社との取引による金額は

次のとおりであります。

受取利息 5 5

受取配当金 6 6

受取賃貸料 8 8

経営指導料 14 14

その他 0 0

3. 固定資産売却益の内訳

土地 43 -

機械装置 1 -

計 45 -

4. 固定資産売却損の内訳

土地及び建物 6 -

機械装置 6 0

その他 2 0

計 16 0

5. 固定資産除却損の内訳

　 機械装置 11 12
工具器具備品 8 0
その他 6 3

計 27 15

(百万円)
前　　期
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 284 284
退職給付引当金損金算入限度超過額 695 715
税務上の繰越欠損金 582 467
その他 190 147

1,753 1,615
△1,753 △1,490
0 125

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主要な項目別の内訳

当期 繰延税金資産に対して全額評価性引当金を計上しているため、記載を省略して
おります。

前期 当期純損失を計上しているため記載を省略しております。

当　　期 前　　期
(百万円) (百万円)

繰延税金資産小計
評 価 性 引 当 額
繰延税金資産合計

(リース取引関係)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(百万円) (百万円)

　1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
　　 相当額及び期末残高相当額
 工具器具備品 取 得 価 額 相 当 額

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額
期 末 残 高 相 当 額

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

　2. 未経過リース料期末残高相当額
１ 年 内
１ 年 超
合 計

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、｢支払利子込み法｣により算定しております。

　3. 支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額

　4. 減価償却費相当額の算定方法
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(有価証券関係)

当期
子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前期
子会社株式で時価のあるものは、ありません。

当　　期 前　　期

74 87

34
53

13 15

52
21

8 19
21 34

15 18
15 18
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役 員 の 異 動（平成 15年 6月 27日付予定）

１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他の役員の異動

（１）就任予定取締役

取　締　役　　瀬　島　文　男（現執行役員、営業統括部長）

（２）退任予定取締役

常務取締役　　西　木　秀　麿

取　締　役　　吉　村　　　弘

以 上


